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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ジエン系ゴムを主成分とするゴム成分および硫黄系加硫剤を含有する防振ゴム用ゴム組
成物において、
（Ａ）ビスマレイミド化合物、および
（Ｂ）下記式（１）で表される化合物：

【化１】

 
（式中、ｘは２～１２の整数であって、Ｒは分子構造中に芳香族炭化水素基もしくは脂肪
酸炭化水素を有するチオカルバモイル基、またはベンゾチアゾール基）を含有する（ただ
し、ヒドラジド化合物を除く）ことを特徴とする防振ゴム用ゴム組成物。
【請求項２】
　請求項１に記載の防振ゴム用ゴム組成物を使用し、加硫、成形して得られる防振ゴム。
【請求項３】
　請求項１に記載の防振ゴム用ゴム組成物を１７０～１９０℃で加硫することを特徴とす
る防振ゴムの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、防振ゴム用ゴム組成物に関し、特に自動車用エンジンマウント等の防振部材
として好適に用いることができる防振ゴム用ゴム組成物およびこれを用いた防振ゴム、さ
らには防振ゴムの製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、自動車にはエンジンや車体の振動を吸収し、乗り心地の向上や騒音を防止する
ための防振ゴムが用いられている。特に、自動車のエンジンルームや排気系等に使用され
るエンジンマウント等の防振ゴムでは、近年のエンジンの高出力化等に伴い、高い耐熱性
を要求されるようになってきている。
【０００３】
　従来、防振ゴムのゴム成分としては、天然ゴム、または天然ゴムとジエン系合成ゴムと
のブレンドが一般に用いられており、これらのゴム成分を含むゴム組成物の加硫ゴムの耐
熱性を向上する技術としては、ゴム組成物中の硫黄量を減らし、加硫促進剤を多く配合し
て加硫する技術（ＥＶ方式（ＥＶ；Ｅｆｆｉｃｉｅｎｔ　Ｖｕｌｃａｎｉｚａｔｉｏｎ）
）が知られている。
【０００４】
　しかし、上記のようにゴム組成物中の硫黄量や加硫促進剤の配合量を最適化し、例えば
モノスルフィド結合による架橋形態を多くすることにより、加硫ゴムの耐熱性の向上を図
る場合、耐熱性はある程度改善するが、ゴム組成物の硫黄分子数が不足し、架橋結合が充
分形成されないためゴム硬度が低下し、防振ゴムの支持性能を示す静的バネ定数（Ｋｓ）
が低下し、同時に振動、騒音の防振性能を示す動的バネ定数（Ｋｄ）が上昇するため、動
特性としての指標である動倍率（動的バネ定数／静的バネ定数）の値が大きくなり、防振
性能が低下するという問題がある。また、ゴム組成物の強度や剛性が得られず耐疲労性が
低下し、防振ゴムの耐久性が悪化するという問題がある。
【０００５】
　一方、ゴム組成物から防振ゴムを製造する際、その生産性を向上するためには、短時間
で加硫を行えばよく、その手法として、高温（１７０～１９０℃）で加硫を行う方法が知
られている。しかしながら、高温で加硫を行うと、ポリマー分子が切断され、かつゴムポ
リマー間を結合しているポリスルフィド結合が切断されやすくなる。その結果、ゴムは軟
化し、破断強度も下がり、破断伸びが大きくなって加硫不足の状態、いわゆる加硫戻りと
なる傾向がある。この加硫戻り（トルクの低下）の影響で、僅かな加硫時間の変動により
、ゴムの引っ張り特性（破断強度，破断伸び）およびゴム硬度等の低下、あるいは静的バ
ネ定数（Ｋｓ）が大きく低下する等の難点がある。しかし、このような難点があっても、
加硫ゴムの生産性向上に対する要請は大きく、それにより製品の低コスト化の実現が強く
望まれている。
【０００６】
　上記のとおり、防振ゴムとしての引っ張り特性（破断強度，破断伸び）およびゴム硬度
等の低下や静的バネ定数（Ｋｓ）の低下が充分に抑制され、優れた耐ヘタリ性および耐久
性を有し、かつ耐熱性に優れた防振ゴムを効率よく生産することは困難である。
【０００７】
　下記特許文献１では、ゴムの加硫剤として硫黄およびビスマレイミドを配合した防振ゴ
ム用ゴム組成物を加硫することにより、静的バネ定数（Ｋｓ）の低下が抑制され、かつ耐
熱性に優れた防振ゴムが得られる点が記載されている。しかし、かかる防振ゴムは耐久性
が充分でなく、防振ゴムに要求される特性の全てが、バランスよく向上されたものではな
い。
【０００８】
　また、下記特許文献２では、ジエン系ゴムを主成分とするゴム成分１００重量部に対し
て、硫黄を０．２重量部以上０．５重量部未満と、架橋剤として下記（２）式で示される
化合物の少なくとも１種を０．１～２．０重量部、およびイミダゾール系化合物を０．５
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～４．０重量部とを含有する防振ゴム用ゴム組成物を加硫することにより、静的バネ定数
（Ｋｓ）の低下が抑制され、かつ耐久性および耐熱性に優れた防振ゴムが得られる点が記
載されている。
【０００９】
【化２】

 
【００１０】
（式中、Ｒ＝－Ｓ－（Ｃ＝Ｓ）－Ｎ（ＣＨ２Ｃ６Ｈ５）、または
【００１１】

【化３】

【００１２】
Ｘ＝６）
【００１３】
　しかし、上記防振ゴムは、経年劣化抑制の効果の点で、さらなる改良の余地がある。
【００１４】
　さらに、下記特許文献３では、ジエン系ゴムおよび硫黄系加硫剤を必須成分とし、かつ
１，３－ビス（シトラコンイミドメチル）ベンゼン、１，６－ヘキサメチレンジチオ硫酸
ナトリウム、およびジアルキルジチオフォスホネート亜鉛塩を含有する防振ゴム用ゴム組
成物を加硫することにより、防振ゴムの引っ張り特性（破断強度，破断伸び）およびゴム
硬度等の低下や静的バネ定数（Ｋｓ）の低下を充分に抑制でき、さらに優れた耐ヘタリ性
を備えた防振ゴムを得ることができる点が記載されている。しかし、かかる防振ゴムは耐
熱性が充分でなく、防振ゴムに要求される特性の全てが、バランスよく向上されたもので
はない。
【特許文献１】特開平０３－２５８８４０号公報
【特許文献２】特開２００４－３０７６２１号公報
【特許文献３】特開２００７－１４６０３５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　本発明は上記実情に鑑みてなされたものであり、その目的は、高温（１７０～１９０℃
）で加硫した場合でも、加硫戻りによる引っ張り特性（破断強度，破断伸び）およびゴム
硬度等の低下や静的バネ定数（Ｋｓ）の低下が充分に抑制され、かつ耐熱性、耐ヘタリ性
、耐久性、および経年劣化抑制の効果がバランスよく向上した防振ゴム用ゴム組成物、な
らびに該防振ゴム用ゴム組成物を使用して得られる防振ゴムおよびその製造方法を提供す
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、以下に示す防振ゴム用ゴム組
成物により上記目的を達成できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１７】
　すなわち、本発明に係る防振ゴム用ゴム組成物は、ジエン系ゴムを主成分とするゴム成
分および硫黄系加硫剤を含有する防振ゴム用ゴム組成物において、
　（Ａ）ビスマレイミド化合物、
　（Ｂ）下記式（１）で表される化合物：
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【００１８】
【化４】

 
【００１９】
（式中、ｘは２～１２の整数であって、Ｒは分子構造中に芳香族炭化水素基もしくは脂肪
酸炭化水素を有するチオカルバモイル基、またはベンゾチアゾール基）、および
　（Ｃ）ヒドラジド化合物、
からなる群より選択される、少なくとも２つの化合物を含有することを特徴とする。
【００２０】
　ジエン系ゴムを主成分とするゴム成分および硫黄系加硫剤を含有する防振ゴム用ゴム組
成物にて、ビスマレイミド化合物のみを含有する場合、得られる防振ゴムの耐熱性、耐ヘ
タリ性、および経年劣化抑制の効果は向上するものの、防振ゴムの耐久性が悪化する傾向
がある。また、上記（Ｂ）の化合物のみを含有する場合、得られる防振ゴムの動的バネ定
数（Ｋｄ）の上昇が抑制され、かつ防振ゴムの耐熱性、耐久性、および耐ヘタリ性は向上
するものの、防振ゴムの経年劣化が大きくなる傾向がある。一方、ヒドラジド化合物のみ
を含有する場合、得られる防振ゴムの動的バネ定数（Ｋｄ）の上昇が抑制され、かつ防振
ゴムの耐久性は向上するものの、防振ゴムの耐熱性および耐ヘタリ性が悪化する傾向があ
り、かつ防振ゴムの経年劣化が大きくなる傾向がある。
【００２１】
　しかし、本発明に係る防振ゴム用ゴム組成物では、上記（Ａ）～（Ｃ）の化合物からな
る群より選択される、少なくとも２つの化合物を含有することにより、その加硫ゴムから
なる防振ゴムにおいて、破断強度，破断伸び，ゴム硬度等の低下を抑制し、動倍率等の防
振性能を改良し、かつ耐熱性、耐ヘタリ性、耐久性、および経年劣化抑制の効果をバラン
スよく向上することができる。
【００２２】
　本発明に係る防振ゴム用ゴム組成物にて、ビスマレイミド化合物を含有する場合、その
含有量はゴム成分を１００重量部とした場合、０．２～４重量部であることが好ましく、
０．５～２重量部であることがより好ましい。ビスマレイミド化合物の含有量が０．２重
量部未満であると、得られる防振ゴムの耐熱性、耐ヘタリ性、または耐経年劣化抑制の効
果が充分に向上しない場合がある。一方、４重量部を超えると、防振ゴム用ゴム組成物を
加硫する際、金型を汚染する場合があり、加えて防振ゴム用ゴム組成物の加工性が悪化す
る場合がある。さらに、ビスマレイミド化合物の含有量が４重量部を超えると、防振ゴム
全体のコストが高くなるため好ましくない。
【００２３】
　また、本発明に係る防振ゴム用ゴム組成物にて、（Ｂ）の化合物を含有する場合、その
含有量はゴム成分を１００重量部とした場合、０．２～４重量部であることが好ましく、
０．５～２重量部であることがより好ましい。（Ｂ）の化合物の含有量が０．２重量部未
満であると、得られる防振ゴムの動的バネ定数（Ｋｄ）の上昇を抑制する効果、または防
振ゴムの耐熱性、耐久性、もしくは耐ヘタリ性が充分に向上しない場合がある。一方、４
重量部を超えると、防振ゴムの耐熱性または耐ヘタリ性が悪化する場合がある。加えて、
（Ｂ）の化合物の含有量が４重量部を超えると、防振ゴム全体のコストが高くなるため好
ましくない。
【００２４】
　さらに、本発明に係る防振ゴム用ゴム組成物にて、ヒドラジド化合物を含有する場合、
その含有量はゴム成分を１００重量部とした場合、０．２～４重量部であることが好まし
く、０．５～２重量部であることがより好ましい。ヒドラジド化合物の含有量が０．２重
量部未満であると、得られる防振ゴムの動的バネ定数（Ｋｄ）の上昇を抑制する効果、ま
たは防振ゴムの耐久性が充分に向上しない場合があり、４重量部を超えると、防振ゴムの
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耐熱性が悪化する場合がある。加えて、ヒドラジド化合物の含有量が４重量部を超えると
、防振ゴム全体のコストが高くなるため好ましくない。
【００２５】
　本発明に係る防振ゴムは、前記記載の防振ゴム用ゴム組成物を使用し、加硫、成形して
得られることを特徴とする。かかる防振ゴムは、破断強度，破断伸び，ゴム硬度等の低下
が抑制され、動倍率等の防振性能が改良され、かつ耐熱性、耐ヘタリ性、耐久性、および
経年劣化抑制の効果がバランスよく向上される。このため、特にエンジンマウント、トー
ショナルダンパー、ボディマウント、キャップマウント、メンバーマウント、ストラット
マウント、マフラーマウント等の自動車用防振ゴムとして好適に用いることができる。
【００２６】
　本発明に係る防振ゴムの製造方法は、前記記載の防振ゴム用ゴム組成物を１７０～１９
０℃で加硫することを特徴とする。かかる製造方法によれば、前記記載の防振ゴム用ゴム
組成物を１７０～１９０℃の高温で加硫するため、短時間で加硫を行うことができ、生産
性が向上するとともに低コスト化が実現できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　本発明に係る防振ゴム用ゴム組成物においては、ゴム成分として天然ゴム単独、または
天然ゴムとジエン系合成ゴムとのブレンドが使用される。天然ゴムとジエン系合成ゴムと
をブレンドする場合、ジエン系合成ゴムとしては、ポリイソプレンゴム（ＩＲ）、ポリブ
タジエンゴム（ＢＲ）、スチレンブタジエンゴム（ＳＢＲ）、ブチルゴム（ＩＩＲ）、お
よびアクリルニトリルブタジエンゴム（ＮＢＲ）等が挙げられる。かかるジエン系合成ゴ
ムの重合方法やミクロ構造は限定されず、これらのうちの１種または２種以上を天然ゴム
にブレンドして使用することができる。
【００２８】
　天然ゴムとジエン系合成ゴムとをブレンドする場合、そのブレンド比は特に限定される
ものではないが、天然ゴムが有する耐疲労性能を維持するため、天然ゴムをゴム成分中、
５０重量％以上含有することが好ましく、９０重量％以上含有することがより好ましい。
なお、天然ゴムおよびジエン系合成ゴムに加えて、ゴム成分として使用可能なゴムとして
は、例えば、エチレンプロピレンゴム（ＥＰＭ）等のオレフィン系ゴム、臭素化ブチルゴ
ム（Ｂｒ－ＩＩＲ）等のハロゲン化ブチルゴム、その他ポリウレタンゴム、アクリルゴム
、フッ素ゴム、シリコンゴム、およびクロロスルホン化ポリエチレン等を含めた合成ゴム
類等が挙げられる。ただし、ジエン系ゴム以外のゴムは、ゴム成分中４０重量％未満であ
ることが好ましく、２０重量％未満であることがより好ましい。
【００２９】
　硫黄は通常のゴム用硫黄であればよく、例えば粉末硫黄、沈降硫黄、不溶性硫黄、高分
散性硫黄等を用いることができる。本発明に係る防振ゴム用ゴム組成物における硫黄の含
有量は、ゴム成分１００重量部に対して０．１～３重量部であることが好ましい。硫黄の
含有量が０．１重量部未満であると、加硫ゴムの架橋密度が不足してゴム強度等が低下し
、３重量部を超えると、特に耐熱性および耐久性の両方が悪化する。加硫ゴムのゴム強度
を良好に確保し、耐熱性と耐久性をより向上するためには、硫黄の含有量がゴム成分１０
０重量部に対して０．１～２．０重量部であることがより好ましく、０．１～１．２重量
部であることがさらに好ましい。
【００３０】
　本発明に係る防振ゴム用ゴム組成物は、ジエン系ゴムを主成分とするゴム成分および硫
黄系加硫剤を含有する防振ゴム用ゴム組成物において、
　（Ａ）ビスマレイミド化合物、
　（Ｂ）下記式（１）で表される化合物：
【００３１】
【化５】
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【００３２】
（式中、ｘは２～１２の整数であって、Ｒは分子構造中に芳香族炭化水素基もしくは脂肪
酸炭化水素を有するチオカルバモイル基、またはベンゾチアゾール基）、および
　（Ｃ）ヒドラジド化合物、
からなる群より選択される、少なくとも２つの化合物を含有する。
【００３３】
　上記（Ａ）ビスマレイミド化合物は、具体的には下記式（３）で表される。
【００３４】
【化６】

【００３５】
（式中、Ｘは分子構造中に芳香環を有する炭化水素基もしくは芳香族炭化水素基、または
脂肪族炭化水素基。Ｒ１～Ｒ４は水素原子、アルキル基、－ＮＨ２または－ＮＯ２であり
、互いに同一であっても異なっていてもよい。）
【００３６】
　上記（Ａ）ビスマレイミド化合物としては、下記式（４）で表されるＮ，Ｎ’－フェニ
レンビスマレイミド：
【００３７】
【化７】

【００３８】
、下記式（５）で表される４，４’－ジフェニルメタンビスマレイミド：
【００３９】

【化８】

【００４０】
、ビス（３－エチル－５－メチル－４－マレイミドフェニル）メタン、２，２’－ビス（
４－（４－マレイミドフェノキシ）フェニル）プロパン等が好ましく、特にＮ，Ｎ’－フ
ェニレンビスマレイミドまたは４，４’－ジフェニルメタンビスマレイミドが好ましい。
【００４１】
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　上記（Ｂ）の化合物は、下記式（１）で表される：
【００４２】
【化９】

 
【００４３】
（式中、ｘは２～１２の整数であって、Ｒは分子構造中に芳香族炭化水素基もしくは脂肪
酸炭化水素を有するチオカルバモイル基、またはベンゾチアゾール基）。なお、上記（Ｂ
）の化合物としては、下記式（６）で表される１，６－ビス（Ｎ，Ｎ’－ジベンジルチオ
カルバモイルジチオ）－ヘキサン：
【００４４】
【化１０】

【００４５】
、または下記式（７）で表される１，６－ビス（ベンゾチアジルスルフィド）－ヘキサン
：
【００４６】
【化１１】

【００４７】
、が好ましい。
【００４８】
　上記（Ｃ）ヒドラジド化合物は、具体的には下記式（８）、（９）または（１０）で表
される。
【００４９】

【化１２】
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【００５０】
（式中、Ａは単結合、芳香族由来の２価の基、置換基を有してもよいヒダントイン環由来
の２価の基、または炭素数１～１８の飽和もしくは不飽和直鎖状炭化水素由来の２価の基
であり、Ｂは置換基Ｘを有する芳香族由来の１価の基であり、Ｘはヒドロキシル基または
アミノ基であり、Ｙはピリジル基またはヒドラジド基であり、Ｒ１～Ｒ４は、各々独立に
、水素、炭素数１～１８のアルキル基、シクロアルキル基、または１価の芳香族環基であ
る）。なお、上記（Ｃ）ヒドラジド化合物としては、下記式（１１）で表されるイソフタ
ル酸ジヒドラジド：
【００５１】
【化１３】

【００５２】
、または下記式（１２）で表されるアジピン酸ジヒドラジド：
【００５３】

【化１４】

【００５４】
が好ましい。
【００５５】
　本発明の防振ゴム用ゴム組成物は、上記ゴム成分、（Ａ）～（Ｃ）の化合物、硫黄系加
硫剤と共に、加硫促進剤、カーボンブラック、シリカ、シランカップリング剤、酸化亜鉛
、ステアリン酸、加硫促進助剤、加硫遅延剤、有機過酸化物、老化防止剤、ワックスやオ
イル等の軟化剤、加工助剤等の通常ゴム工業で使用される配合剤を、本発明の効果を損な
わない範囲において適宜配合し用いることができる。
【００５６】
　カーボンブラックとしては、例えばＳＡＦ、ＩＳＡＦ、ＨＡＦ、ＦＥＦ、ＧＰＦ等が用
いられる。カーボンブラックは、加硫後のゴムの硬度、補強性、低発熱性等のゴム特性を
調整し得る範囲で使用することができる。カーボンブラックの配合量はゴム成分１００重
量部に対して、２０～１２０重量部の範囲であり、好ましくは３０～１００重量部であり
、より好ましくは３０～６０重量部である。この配合量が２０重量部未満では、カーボン
ブラックの補強効果が充分に得られず、１２０重量部を超えると、発熱性、ゴム混合性お
よび加工時の作業性等が悪化する。
【００５７】
　加硫促進剤としては、ゴム加硫用として通常用いられる、スルフェンアミド系加硫促進
剤、チウラム系加硫促進剤、チアゾール系加硫促進剤、チオウレア系加硫促進剤、グアニ
ジン系加硫促進剤、ジチオカルバミン酸塩系加硫促進剤等の加硫促進剤を単独、または適
宜混合して使用しても良い。
【００５８】
　老化防止剤としては、ゴム用として通常用いられる、芳香族アミン系老化防止剤、アミ
ン－ケトン系老化防止剤、モノフェノール系老化防止剤、ビスフェノール系老化防止剤、
ポリフェノール系老化防止剤、ジチオカルバミン酸塩系老化防止剤、チオウレア系老化防
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止剤等の老化防止剤を単独、または適宜混合して使用しても良い。
【００５９】
　本発明の防振ゴム用ゴム組成物は、（Ａ）～（Ｃ）の化合物、硫黄系加硫剤、加硫促進
剤、必要に応じて、カーボンブラック、酸化亜鉛、ステアリン酸、加硫促進剤、老化防止
剤、ワックス等を、バンバリーミキサー、ニーダー、ロール等の通常のゴム工業において
使用される混練機を用いて混練りすることにより得られる。
【００６０】
　また、上記各成分の配合方法は特に限定されず、硫黄系加硫剤、および加硫促進剤等の
加硫系成分以外の配合成分を予め混練してマスターバッチとし、残りの成分を添加してさ
らに混練する方法、各成分を任意の順序で添加し混練する方法、全成分を同時に添加して
混練する方法等のいずれでもよい。
【００６１】
　上記各成分を混練し、成形加工した後、加硫を行うことで、加硫戻りによる引っ張り特
性（破断強度，破断伸び）およびゴム硬度等の低下や静的バネ定数（Ｋｓ）の低下が充分
に抑制され、かつ耐熱性、耐ヘタリ性、耐久性、および経年劣化抑制の効果がバランスよ
く向上した防振ゴムを得ることができる。かかる防振ゴムは、エンジンマウント、トーシ
ョナルダンパー、ボディマウント、キャップマウント、メンバーマウント、ストラットマ
ウント、マフラーマウント等の自動車用防振ゴムを始めとして、鉄道車両用防振ゴム、産
業機械用防振ゴム、建築用免震ゴム、免震ゴム支承等の防振、免震ゴムに好適に用いるこ
とができ、特にエンジンマウント等の耐熱性を必要とする自動車用防振ゴムの構成部材と
して有用である。
【実施例】
【００６２】
　以下に、この発明の実施例を記載してより具体的に説明する。
【００６３】
　（ゴム組成物の調製）
　ゴム成分１００重量部に対して、表１の配合処方に従い、実施例１～３および比較例１
～４のゴム組成物を配合し、通常のバンバリーミキサーを用いて混練し、ゴム組成物を調
整した。表１に記載の各配合剤を以下に示す。
 
【００６４】
ａ）ゴム成分
　　（１）天然ゴム　ＲＳＳ＃３
　　（２）ポリブタジエンゴム　（「ＢＲ０１」、ＪＳＲ社製）
ｂ）硫黄　５％オイル処理硫黄
ｃ）加硫促進剤
　　（１）スルフェンアミド系加硫促進剤　Ｎ－ｔｅｒｔ－ブチル－２－ベンゾチアゾリ
ルスルフェンアミド　（「ノクセラー　ＮＳ－Ｐ（ＮＳ）」、大内新興化学工業社製）
　　（２）チウラム系加硫促進剤　テトラメチルチウラムモノスルフィド　（「ノクセラ
ー　ＴＳ（ＴＳ－Ｐ）、大内新興化学工業社製）
ｄ）酸化亜鉛　３号亜鉛華
ｅ）ステアリン酸　工業用ステアリン酸
ｆ）老化防止剤
　　（１）芳香族アミン系老化防止剤　Ｎ－（１，３－ジメチルブチル）－Ｎ’－フェニ
ル－ｐ－フェニレンジアミン　（「アンテージ６Ｃ」、川口化学工業社製）
　　（２）アミン－ケトン系老化防止剤　２，２，４－トリメチル－１，２－ジヒドロキ
ノリン重合体　ノクラック　２２４（２２４－Ｓ）　（「ノクラック　２２４（２２４－
Ｓ）」、大内新興化学工業社製）
ｇ）カーボンブラック　ＦＥＦ　（「シーストＳＯ」、東海カーボン社製）
ｈ）プロセスオイル　（「プロセスＸ－１４０」、ジャパンエナジー社製）
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ｉ）（Ａ）ビスマレイミド化合物
　　（１）４，４’－ジフェニルメタンビスマレイミド　（「ＢＭＩ－ＨＳ」、ケイ・ア
イ化成社製）
　　（２）Ｎ，Ｎ’－フェニレンビスマレイミド　（「バルノックＰＭ－Ｐ」、大内新興
化学工業社製）
ｊ）（Ｂ）下記式（１）で表される化合物：
【００６５】
【化１３】

 
【００６６】
（式中、ｘは２～１２の整数であって、Ｒは分子構造中に芳香族炭化水素基もしくは脂肪
酸炭化水素を有するチオカルバモイル基、またはベンゾチアゾール基）。
　　（１）１，６－ビス（Ｎ，Ｎ’－ジベンジルチオカルバモイルジチオ）－ヘキサン　
（ＬＡＮＸＥＳＳ社製）
　　（２）１，６－ビス（ベンゾチアジルスルフィド）－ヘキサン　（ＬＡＮＸＥＳＳ社
製）
ｋ）（Ｃ）ヒドラジド化合物
　　（１）イソフタル酸ジヒドラジド　（「ＩＤＨ」、大塚化学社製）
　　（２）アジピン酸ジヒドラジド　（「ＡＤＨ」、大塚化学社製）
【００６７】
　各ゴム組成物については、それぞれの加硫ゴムを作製して特性評価を行った。
【００６８】
　（評価）
　評価は、各ゴム組成物を所定の金型を使用して、下記条件下にて加熱、加硫して得られ
たゴムについて行った。
【００６９】
＜引っ張り特性およびゴム硬度＞
　各ゴム組成物を、１８０℃で５分間加硫しつつプレス成形して、加硫ゴムシートを作成
した。同様に、各ゴム組成物を、１８０℃で１０分間加硫しつつプレス成形して、加硫ゴ
ムシートを作成した。これらのサンプルをＪＩＳ５号ダンベルで打ち抜き、厚み２ｍｍの
ゴムサンプルを作製した。各ゴムサンプルをＪＩＳ－Ｋ　６２５１に準拠して、破断強度
（ＴＢ）、破断伸び（ＥＢ）およびゴム硬度（Ｈｓ：ＪＩＳ－Ａ）を測定した。破断強度
（ＴＢ）、破断伸び（ＥＢ）およびゴム硬度（Ｈｓ：ＪＩＳ－Ａ）について、１８０℃で
５分間加硫したゴムサンプルに対する、１０分間加硫したゴムサンプルの測定値の変化率
（ゴム硬度に関しては変化量）を算出した。測定値の変化率（ゴム硬度に関しては変化量
）が低いほど、加硫戻りが抑制されていることを意味する。評価結果を表１に示す。
【００７０】
＜振動特性＞
（静的バネ定数（Ｋｓ））
　各ゴム組成物を、１８０℃で１０分間、あるいは１８０℃で１５分間、加硫しつつプレ
ス成形して、円柱形状（直径５０ｍｍ、高さ２５ｍｍ）の加硫ゴムサンプルを作製した後
、かかる加硫ゴムサンプルの上下面に対し、円柱状金具（直径６０ｍｍ、厚み６ｍｍ）の
一対を、接着剤を使用して接着することによりテストピースを作製した。作製したテスト
ピースを円柱軸方向に２回、７ｍｍ圧縮させた後、歪が復元する際の荷重たわみ曲線から
、１．５ｍｍおよび３．５ｍｍのたわみ荷重を測定し、これらの値から静的バネ定数（Ｋ
ｓ）を算出した。静的バネ定数（Ｋｓ）について、１８０℃で１０分間加硫したゴムサン
プルに対する、１５分間加硫したゴムサンプルの測定値の変化率を算出した。静的バネ定
数（Ｋｓ）の変化率が低いほど、加硫戻りが抑制されていることを意味する。
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（動的バネ定数（Ｋｄ））
　静的バネ定数（Ｋｓ）を測定する際に使用したテストピースを円柱軸方向に２．５ｍｍ
圧縮し、この２．５ｍｍ圧縮した位置を中心として、下方から１００Ｈｚの周波数で振幅
０．０５ｍｍの定変位調和圧縮振動を与え、上方のロードセルにて動的加重を検出し、Ｊ
ＩＳ－Ｋ　６３９４に準拠して動的バネ定数（Ｋｄ）を算出した。動的バネ定数（Ｋｄ）
について、１８０℃で１０分間加硫したゴムサンプルに対する、１５分間加硫したゴムサ
ンプルの測定値の変化率を算出した。動的バネ定数（Ｋｄ）の変化率が低いほど、加硫戻
りが抑制されていることを意味する。
（動倍率：Ｋｄ／Ｋｓ）
　動倍率は、以下の式より算出した。
　（動倍率）＝（動的バネ定数（Ｋｄ））／（静的バネ定数（Ｋｓ））
動倍率について、１８０℃で１０分間加硫したゴムサンプルに対する、１５分間加硫した
ゴムサンプルの測定値の変化率を求めた。測定値の変化率が低いほど、加硫戻りが抑制さ
れていることを意味する。評価結果を表１に示す。
【００７１】
＜バネ定数変化の抑制効果（経年劣化の抑制の効果）＞
　上記静的バネ定数（Ｋｓ）および動的バネ定数（Ｋｄ）算出時と同様に、各ゴム組成物
を用い、加硫しつつプレス成形して、円柱形状（直径５０ｍｍ、高さ２５ｍｍ）の加硫ゴ
ムサンプルを作製した後、かかる加硫ゴムサンプルの上下面に対し、円柱状金具（直径６
０ｍｍ、厚み６ｍｍ）の一対を、接着剤を使用して接着することによりテストピースを作
製した。このテストピースを、ギアオーブンにて１００℃×５００時間熱老化させた。熱
老化後のテストピースをギアオーブンから取り出し、室温にて少なくとも８時間放置した
後、静的バネ定数（Ｋｓ）および動的バネ定数（Ｋｄ）を上記と同様の条件にて測定した
。これらの測定結果に基づき、熱老化前後での静的バネ定数（Ｋｓ）および動的バネ定数
（Ｋｄ）の変化率を算出した。測定値の変化率が低いほど、経年劣化の抑制の効果に優れ
ていることを意味する。評価結果を表１に示す。
【００７２】
＜耐ヘタリ性（圧縮永久歪）＞
　各ゴム組成物を、１８０℃で５分間、あるいは１８０℃で１０分間、加硫しつつプレス
成形して、円柱形状（直径２９ｍｍ、高さ１２．５ｍｍ）の加硫ゴムサンプルを作製した
。かかる加硫ゴムサンプルを使用し、ＪＩＳ－Ｋ　６２６２に準拠して、所定の条件下（
１００℃、試験時間２４０時間、圧縮率２５％）にて圧縮永久歪を測定した。かかる圧縮
永久歪が小さいほど、耐ヘタリ性が優れていることを意味する。評価結果を表１に示す。
【００７３】
＜耐熱性＞
　各ゴム組成物を、１８０℃で５分間、あるいは１８０℃で１０分間、加硫しつつプレス
成形した後、ＪＩＳ５号ダンベルで打ち抜き、厚み２ｍｍのゴムサンプルを作製した。か
かるゴムサンプルを使用し、ＪＩＳ－Ｋ　６２５７に準拠して熱老化試験を行った。熱老
化試験では、ギアオーブン（東洋精機社製）を使用し、１００℃で１０００時間、ゴムサ
ンプルを熱老化させた。熱老化前後のゴムサンプルの破断伸び（ＥＢ）をそれぞれ測定し
、その変化率を算出した。測定値の変化率が低いほど、耐熱性に優れていることを意味す
る。評価結果を表１に示す。
【００７４】
＜耐久性＞
　各ゴム組成物を、所定の角型形状（縦３０ｍｍ、横５０ｍｍ、高さ４０ｍｍ）となるよ
うに射出成形し、１８０℃で１０分間、あるいは１８０℃で１５分間、加硫を行うことで
加硫ゴムサンプルを作製した。かかる加硫ゴムサンプルを使用して、定加重上下加振試験
を行った。１８０℃で１０分間加硫したゴムサンプルに対する、１５分間加硫したゴムサ
ンプルの測定値（定加重上下加振試験）の保持率を算出した。測定値の保持率が１００％
に近づくほど、耐久性に優れていることを意味する。評価結果を表１に示す。
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【表１】

 
【００７６】
　表１の結果から、実施例１～３のゴム組成物の加硫ゴムは、高温（１７０～１９０℃）
で加硫した場合でも、加硫戻りによる引っ張り特性（破断強度，破断伸び）およびゴム硬
度等の低下や静的バネ定数（Ｋｓ）の低下が充分に抑制され、かつ耐熱性、耐ヘタリ性、
耐久性、および経年劣化抑制の効果の点でバランスよく向上していることがわかる。一方
、比較例１～４のゴム組成物の加硫ゴムは、耐熱性、耐久性や耐ヘタリ性等のいずれかに
おいて、実施例１～３のゴム組成物の加硫ゴムに比べて劣ることがわかる。
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              特開２００６－０４５４７１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－３０７６２１（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ０８Ｋ　　　３／００－１３／０８
              Ｃ０８Ｌ　　　１／００－１０１／１４
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